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別
表
第
一
（
第
三
条
関
係
）

（
単
位
・
人
）

専
門
職
学
位
課
程

博
士
課
程
後
期
課
程

研

究

科

専

攻

入
学
定
員

収
容
定
員

入
学
定
員

収
容
定
員

法

務

研

究

科

法
務
専
攻

一
六
〇

四
八
〇

戦
略
経
営
研
究
科

戦
略
経
営
専
攻

八
〇

一
六
〇

ビ
ジ
ネ
ス
科
学
専
攻

一
二

三
六



別表第二（第五十六条・第八十三条・第九十四条の二第二項関係）

第一　法務研究科

一　授業科目及び単位数

授業科目 単位数

法律基本科目群

公法系

憲法Ⅰ ３

憲法Ⅱ １

行政法 ２

公法総合Ⅰ ２

公法総合Ⅱ ３

１群特講A １

１群特講B １

１群特講C ２

民事系

民法Ⅰ ２

民法Ⅱ ２

民法Ⅲ ２

民法Ⅳ ２

民法Ⅴ ２

民法Ⅵ ２

会社法 ３

民事訴訟法 ３

民事法総合ⅠA ２

民事法総合ⅠB ２

民事法総合Ⅱ ３

民事法総合Ⅲ ３

民事法総合Ⅳ １

１群特講A １

１群特講B １

１群特講C ２

商法総則・商行為法 １

手形法・小切手法 １

刑事系

刑法Ⅰ ３

刑法Ⅱ １

刑事訴訟法 ３

- 44 -



刑事法総合Ⅰ ３

刑事法総合Ⅱ ２

刑事法総合Ⅲ １

１群特講A １

１群特講B １

１群特講C ２

総合系

生活紛争と法 ２

基礎演習 １

１群特講B １

実務基礎科目群

民事訴訟実務の基礎 ２

刑事訴訟実務の基礎 ２

法曹倫理Ⅰ １

法曹倫理Ⅱ １

法情報調査 １

法文書作成 １

ローヤリング １

模擬裁判 １

エクスターンシップ ２

リーガル・クリニック １

基礎法学・外国法・隣接科目群

英米法総論 ２

法哲学 ２

法社会学 ２

比較法文化論 ２

比較契約法 ２

英米公法 ２

英米契約法 ２

ヨーロッパ法 ２

西洋法制史 ２

日本法制史 ２

東洋法制史 ２

３群特講Ⅰ １

３群特講Ⅱ ２

Foreign Law Seminar １

Study Abroad Program ２

展開・先端科目群

知的財産法Ⅰ ２
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知的財産法Ⅱ ２

知的財産法Ⅲ ２

エンタテイメント／スポーツと法 ２

労働法Ⅰ ２

労働法Ⅱ ２

労働法Ⅲ ２

租税法Ⅰ ２

租税法Ⅱ ２

国際租税法 ２

倒産処理法Ⅰ ２

倒産処理法Ⅱ ２

事業再生法 ２

経済法Ⅰ ２

経済法Ⅱ ２

国際法Ⅰ（基礎） ２

国際法Ⅱ（応用） ２

国際人権法 ２

国際経済法 ２

国際私法Ⅰ ２

国際私法Ⅱ ２

国際取引法 ２

環境法Ⅰ ２

環境法Ⅱ ２

政策形成と法 ２

実務行政訴訟 ２

民事執行保全法 ２

現代不動産法 ２

現代担保法 ２

裁判外紛争解決制度 ２

犯罪被害・犯罪心理と法 ２

矯正と法 ２

経済刑法 ２

少年法 ２

IT社会と法 ２

社会保障法 ２

医療と法 ２

消費者法 ２

ジェンダーと法 １

４群特講Ⅰ １
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４群特講Ⅱ ２

テーマ演習Ⅰ １

テーマ演習Ⅱ ２

研究特論 ４

第二　戦略経営研究科戦略経営専攻（専門職学位課程）

一　授業科目及び単位数

授業科目 単位数

基礎科目

リーダーシップコア ２

現代社会の経済学 ２

経営戦略論 ２

マーケティング戦略論 ２

人的資源管理論 ２

企業会計とファイナンスの基礎 ２

経営法務概論 ２

発展科目

共通科目群

アントレプレナーシップとビジネスプランニング ２

戦略科目群

ビジネスモデル戦略論 ２

二 履修方法 
 ア 修了に必要な単位数は、93 単位とする。 
 イ 法律基本科目群については、以下のとおりとする。 
 （１） 56 単位を必修とする。 
 （２） 公法系については、「憲法Ⅰ」から「１群特講 A」までの授業科目の中から 12 単

位、民事系については、「民法Ⅰ」から「１群特講 A」までの授業科目の中から 30
単位、刑事系については、「刑法Ⅰ」から「１群特講 A」までの授業科目の中から
14単位を必修とする。 

 ウ 実務基礎科目群については、以下のとおりとする。 
 （１） 10 単位を必修とする。 
 （２） 「民事訴訟実務の基礎」から「法曹倫理Ⅱ」までの授業科目の中から６単位、「法 

情報調査」から「リーガル・クリニック」までの授業科目の中から４単位を必修と
する。 

 エ 基礎法学・外国法・隣接科目群の中から４単位を必修とする。 
 オ 展開・先端科目群については、以下のとおりとする。 

 （１） 12 単位を必修とする。 
 （２） 「知的財産法Ⅰ」から「環境法Ⅱ」までの授業科目の中から４単位を必修とする。 
 カ この学則に定めるもののほか、履修方法に関して必要な事項は別に定める。 
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戦略と組織 ２

知識創造戦略論 ２

マーケティング科目群

消費者行動論 ２

デジタル時代のマーケティング戦略 ２

人的資源管理科目群

雇用管理 ２

人材開発 ２

インセンティブ・マネジメント ２

ファイナンス科目群

コーポレートファイナンスと企業戦略 ２

財務報告論 ２

経営法務科目群

コンプライアンス・内部統制と法実務 ２

専門科目

企業の社会的責任 ２

デザインシンキング ２

ビジネス・コミュニケーション ２

チームビルディングとリーダーシップ ２

ビジネス交渉術 ２

コーチング ２

アントレプレナーシップの実践 ２

グローバル経営戦略論 ２

アジアビジネス論 ２

イノベーションの実践 ２

技術開発マネジメント論 ２

デジタル変革時代の経営戦略 ２

サプライチェーンマネジメント ２

ベンチャービジネス論 ２

中小企業論 ２

ヘルスケアビジネス入門 ２

高齢社会ビジネス ２

ヘルスケア産業論 ２

Strategic Management and Global leadership ２

戦略特別研究 ２

マーケティング・リサーチ ２

マーケティング・コミュニケーション ２

ヘルスケアマーケティング ２

ブランド戦略論 ２

マーケティング特別研究 ２
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キャリア管理論 ２

ダイバーシティマネジメント ２

管理職の役割と部下マネジメント ２

人的資源特別研究 ２

インベストメントと企業リスク管理 ２

リアルオプションと企業戦略 ２

ビジネスのための金融工学 ２

ファイナンス特別研究 ２

グローバル経営法務 ２

知的財産戦略と法実務 ２

対行政のビジネス法務 ２

労働関連法務 ２

M＆Aと事業・組織再編 ２

金融市場と法 ２

経営法務特別研究 ２

特別講義 ２

フィールドラーニング ２

研究方法論基礎 ２

社会調査法 ２

プロジェクト研究

プロジェクト研究Ⅰ ４

プロジェクト研究Ⅱ ４

論文・課題研究 ４

二　履修方法
　ア　修了に必要な単位数は、46単位とする。
　イ　基礎科目に置かれるすべての授業科目を必修とする。
　ウ　発展科目については、以下のとおりとする。
　（１） ６単位を必修とする。
　（２） 共通科目群に置かれるすべての授業科目を必修とし、戦略科目群、マーケティング
       科目群、人的資源管理科目群、ファイナンス科目群、経営法務科目群の中から４単位を
       必修とする。
　エ　専門科目の中から６単位を必修とする。
　オ　プロジェクト研究の中から８単位を必修とする。
　カ　この学則に定めるもののほか、履修方法に関して必要な事項は別に定める。
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第三　戦略経営研究科ビジネス科学専攻（博士課程後期課程）

一　授業科目及び単位数

授業科目 単位数

リサーチメソッド科目

統計学 ２

ファイナンス統計 ２

社会調査法 ２

研究方法論基礎 ２

講義科目

経営戦略特別研究 ２

マーケティング特別研究 ２

人的資源管理特別研究 ２

ファイナンス特別研究 ２

経営法務特別研究 ２

論文科目

研究指導Ⅰ ４

研究指導Ⅱ ４

研究指導Ⅲ ４

二　履修及び研究方法
　ア　博士の学位は、博士後期課程に３年以上在学し、かつ１６単位以上修得し、必要な研究指
    導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格した者に対して、授与する。
　イ  リサーチメソッド科目については、いずれか２単位１科目を選択必修とする。講義科目に
    ついては、いずれか２単位１科目を選択必修とする。論文作成にあたっては、研究指導の
    ほか、論文科目について、指導教授の指導により、「研究指導Ⅰ」「研究指導Ⅱ」「研究
    指導Ⅲ」の３科目１２単位を履修しなければならない。
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別
表
第
三(

第
百
五
条
関
係
）

（
単
位
・
円
）

費
目

入

学

検

定

料

研
究
科

法

務

研

究

科

三
五
、
○
○
○

戦
略
経
営
研
究
科

三
五
、
〇
〇
〇

（
注
）

入
学
検
定
料
に
つ
い
て
は
、
別
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
減
額
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

別
表
第
四
（
第
百
六
条
第
一
項
・
第
百
七
条
第
二
項
関
係
）

（
単
位
・
円
）

費
目

入

学

金

在

学

料

施

設

設

備

費

研
究
科

前
期

五
〇
〇
、
〇
〇
〇

前
期

一
五
〇
、
〇
〇
〇

法

務

研

究

科

三
〇
〇
、
〇
〇
〇

後
期

五
〇
〇
、
〇
〇
〇

後
期

一
五
〇
、
〇
〇
〇

計

一
、
〇
〇
〇
、
〇
〇
〇

計

三
〇
〇
、
〇
〇
〇

前
期

六
二
五
、
○
○
○

前
期

一
五
○
、
○
○
○

戦
略
経
営
研
究
科

三
○
○
、
○
○
○

後
期

六
二
五
、
○
○
○

後
期

一
五
○
、
○
○
○

計

一
、
二
五
○
、
○
○
○

計

三
○
○
、
○
○
○

（
注
）

入
学
金
は
、
二
年
目
か
ら
不
要
で
あ
る
。

別
表
第
四
の
二
（
第
百
六
条
の
二
関
係
）

種

類

適
用
さ
れ
る
学
費
の
内
容

区

分

該

当

事

項

入

学

金

在

学

料

施
設
設
備
費

第
七
十
二
条
に
よ
る
退
学
者
、
第
七
十
三
条

第
一
項
に
よ
る
除
籍
者
（
同
条
第
一
項
第
四

号
に
よ
る
除
籍
者
を
除
く
。
）
、
第
百
一
条

再

入

学

者

に
よ
る
退
学
者
、
第
百
二
条
第
一
項
に
よ
る

半

額

全

額

全

額

除
籍
者
（
同
条
第
一
項
第
四
号
に
よ
る
除
籍

者
を
除
く
。
）
及
び
第
百
十
八
条
に
よ
る
退

た
だ
し
、
第
七
十
三
条
第
一
項
に
よ
る
除
籍
者

学
処
分
者

及
び
第
百
二
条
第
一
項
に
よ
る
除
籍
者
並
び
に

第
百
十
八
条
の
規
定
に
よ
り
退
学
の
処
分
を
受

け
た
者
は
全
額
と
す
る
。

（
注
）

特
殊
な
場
合
の
学
費
で
、
こ
の
表
に
該
当
し
な
い
事
項
に
つ
い
て
は
、
別
に
定
め
る
。

別
表
第
五(

第
百
十
二
条
第
一
項
関
係)

（
単
位
・
円
）

費
目

審

査

料

研
究
科

法

務

研

究

科

一
一
、
〇
〇
〇

戦
略
経
営
研
究
科

一
一
、
〇
〇
〇
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別
表
第
六
（
第
百
十
二
条
第
二
項
関
係
）

（
単
位
・
円
）

費
目

登

録

手

続

料

科

目

履

修

料

研
究
科

法

務

研

究

科

一
○
、
○
○
○

一
単
位

二
九
、
○
○
○

戦
略
経
営
研
究
科

一
〇
、
〇
〇
〇

一
単
位

三
四
、
〇
〇
〇

別
表
第
七
（
第
百
十
三
条
第
二
項
関
係
）

（
単
位
・
円
）

費
目

審

査

料

聴

講

料

研
究
科

一
単
位

戦
略
経
営
研
究
科

五
、
〇
〇
〇

一
七
、
〇
〇
〇


	専門職大学院学則（別表第１）  
	専門職大学院学則（別表第２）0327修正  
	別表第二

	専門職大学院学則（別表第３～別表第７） 

